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(百万円未満切捨て)

１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 65,363 △6.3 2,627 △36.5 5,265 32.2 3,431 △7.1

2026年３月期第１四半期 69,792 5.1 4,139 － 3,983 245.8 3,693 195.2
(注) 包括利益 2027年３月期第１四半期 1,558百万円( △31.4％) 2026年３月期第１四半期 2,270百万円( －％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 95.66 －

2026年３月期第１四半期 102.90 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 420,544 188,784 45.6

2026年３月期 440,889 193,964 44.7
(参考) 自己資本 2027年３月期第１四半期 191,801百万円 2026年３月期 196,908百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 110.00 － 187.00 297.00

2027年３月期 －

2027年３月期(予想) 150.00 － 150.00 300.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 304,000 △1.0 20,500 28.7 20,700 △18.2 15,400 △16.1 428.91

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年３月期１Ｑ 38,665,226株 2026年３月期 38,665,226株

② 期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 2,788,910株 2026年３月期 2,794,557株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 35,875,815株 2026年３月期１Ｑ 35,894,058株

（注）当社は、「従業員向け株式給付信託」を導入しており、本制度に係る信託口が保有する当社株式を期末自己株
式数に含めています（2027年３月期１Ｑ 262,200株、2026年３月期 268,200株）。また、同信託口が保有す
る当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています（2027年３月期１Ｑ 262,844
株、2026年３月期１Ｑ 269,476株）。

※添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・2026年７月15日開催の取締役会の決議に基づき、2026年７月31日付で譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処
分を行いました。「２．配当の状況」における「2027年３月期(予想)」及び「３．2027年３月期の連結業績予想」
における「１株当たり当期純利益」については、当該自己株式の処分の影響を考慮しています。

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報
に関する説明」をご覧ください。

・決算補足資料は本日TDnetで開示するとともに、当社ホームページに掲載します。



(参考)個別業績の概要

１．2027年３月期第１四半期の個別業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）個別経営成績(累計)
(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 63,450 △8.1 4,125 △9.1 5,243 △9.6 3,446 △25.6

2026年３月期第１四半期 69,034 7.5 4,536 499.6 5,803 184.0 4,630 162.7

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 96.07 －

2026年３月期第１四半期 129.00 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 385,230 181,675 47.2

2026年３月期 405,513 186,678 46.0

(参考）自己資本 2027年３月期第１四半期 181,675百万円 2026年３月期 186,678百万円

２．2027年３月期の個別業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 290,600 △3.6 20,300 9.4 21,000 3.7 15,400 △1.6 428.91

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・2026年７月15日開催の取締役会の決議に基づき、2026年７月31日付で譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処
分を行いました。「２．2027年３月期の個別業績予想」における「１株当たり当期純利益」については、当該自己
株式の処分の影響を考慮しています。

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等を背景に、緩やかな回復基調で推移し

ました。その一方で、中東情勢の影響による原油価格の変動や、ナフサ由来製品の価格高騰及び供給面での制約がみ

られ、先行き不透明な状況が続きました。

建設業界においては、公共、民間ともに建設投資は底堅く推移したものの、人手不足による労務費上昇に加え、建

設資材の供給や価格動向が懸念されるなど、事業環境は引き続き注視が必要な状況にあります。

当社グループにおいては、建築事業の大型工事が前期に竣工したことの反動等により、当第１四半期連結累計期間

の売上高は前年同期間に比べ6.3％減少した65,363百万円となりました。損益面では、売上総利益は同9.8％減少した

8,557百万円、営業利益は同36.5％減少した2,627百万円となりましたが、営業外収益に連結子会社である石狩バイオ

エナジー（同）の為替予約評価益を計上したこと等により、経常利益は同32.2％増加した5,265百万円、親会社株主に

帰属する四半期純利益は、前年同期間において計上されていた非支配株主に帰属する四半期純損失が利益に転じたこ

とにより、同7.1％減少した3,431百万円となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期間との比較・分析は、

変更後の区分に基づいています。詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連

結財務諸表に関する注記事項（セグメント情報等の注記）」に記載しています。

（土木事業）

売上高は前年同期間に比べ22.0％増加した28,906百万円、前期からの繰越工事は全般的に追加工事の獲得や原価低

減等により採算が向上したものの、特定の海外大型工事で多額の損失を計上したことから、営業利益は同29.1％減少

した1,474百万円となりました。

なお、受注工事高は前年同期間に比べ27.8％減少した15,997百万円となりました。

（建築事業）

売上高は前年同期間に比べ25.1％減少した32,954百万円となりましたが、前期からの繰越工事が追加工事の獲得や

原価低減等により採算が向上したことから、営業利益は同1.2％増加した1,938百万円となりました。

なお、受注工事高は前年同期間に比べ67.1％減少した8,829百万円となりました。

（不動産事業）

不動産事業は不動産の販売及び賃貸に関する事業で、売上高は前年同期間に比べ13.2％増加した1,518百万円、営業

利益は同7.8％減少した646百万円となりました。

（インフラ運営事業等）

インフラ運営事業等は再生可能エネルギーによる発電・売電事業等で、前年同期間において商業運転を停止してい

た連結子会社である石狩バイオエナジー（同）が運転を再開したことにより、売上高は前年同期間に比べ376.4％増加

した1,366百万円となりました。損益面においては、同社は商業運転を再開したものの、稼働率が低調であったことに

加え、一部設備において追加のメンテナンス費用が発生したことから、営業損失は1,477百万円（前年同期間は585百

万円の営業損失）となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間において営業外収益に計上した同社の為替予約評価益について、「営業外収益

（為替予約評価益）の計上に関するお知らせ」を本日別途公表しています。

（機械事業）

機械事業は建設資機材等の製造及び販売に関する事業等で、売上高は前年同期間に比べ13.8％増加した459百万円、

営業利益は41百万円（前年同期間は29百万円の営業損失）となりました。

（その他）

その他はコンサルティング等建設事業に付帯関連する事業で、売上高は前年同期間に比べ63.3％増加した157百万

円、営業利益は同137.1％増加した33百万円となりました。
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（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

資産、負債及び純資産の状況

（資産）

受取手形・完成工事未収入金等が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ20,345百万円減少した420,544百

万円となりました。

（負債）

支払手形・工事未払金等、未払法人税等が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ15,164百万円減少した

231,760百万円となりました。

（純資産）

配当金の支払い等により、前連結会計年度末に比べ5,180百万円減少した188,784百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年５月15日の決算発表時に公表しました2027年３月期の通期の業績予想に変更はありません。業績予想の詳細

については、本日別途公表しました「2027年３月期第１四半期決算補足資料」１ページ「１．連結業績の実績と予

想」及び２ページ「２．個別業績の実績と予想」も併せてご覧ください。

なお、連結業績予想における営業外損益には、当社グループの為替差損益及び連結子会社である石狩バイオエナジ

ー（同）の為替予約評価損益を織り込んでいません。今後、当社の連結業績は為替相場等の動向に大きく影響を受け

る可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 17,269 16,897

受取手形・完成工事未収入金等 217,437 189,321

販売用不動産 1,018 896

未成工事支出金 4,760 8,124

不動産事業等支出金 1,838 2,391

仕掛品 1,078 1,575

材料貯蔵品 670 728

その他 15,959 15,042

貸倒引当金 △460 △409

流動資産合計 259,572 234,569

固定資産

有形固定資産

土地 37,416 40,602

その他（純額） 35,066 37,378

有形固定資産合計 72,483 77,980

無形固定資産 1,474 1,421

投資その他の資産

投資有価証券 75,207 72,841

退職給付に係る資産 9,250 9,217

その他 23,321 24,929

貸倒引当金 △419 △416

投資その他の資産合計 107,359 106,572

固定資産合計 181,316 185,975

資産合計 440,889 420,544
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 58,881 52,938

短期借入金 25,504 22,646

未払法人税等 4,992 1,729

未成工事受入金 24,140 23,696

引当金 5,510 2,953

工事損失引当金 2,729 3,223

その他 57,254 57,355

流動負債合計 179,012 164,543

固定負債

長期借入金 25,004 25,004

ノンリコース借入金 18,014 17,952

引当金 527 561

資産除去債務 480 481

その他 23,885 23,216

固定負債合計 67,912 67,216

負債合計 246,924 231,760

純資産の部

株主資本

資本金 19,838 19,838

資本剰余金 26,532 26,532

利益剰余金 110,902 107,576

自己株式 △9,486 △9,467

株主資本合計 147,788 144,480

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 40,720 39,130

繰延ヘッジ損益 5,137 5,029

退職給付に係る調整累計額 3,262 3,161

その他の包括利益累計額合計 49,120 47,320

非支配株主持分 △2,943 △3,017

純資産合計 193,964 188,784

負債純資産合計 440,889 420,544
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

売上高

完成工事高 67,663 61,861

不動産事業等売上高 2,128 3,501

売上高合計 69,792 65,363

売上原価

完成工事原価 58,748 53,170

不動産事業等売上原価 1,558 3,634

売上原価合計 60,306 56,805

売上総利益

完成工事総利益 8,915 8,690

不動産事業等総利益又は不動産事業等総損失
（△）

570 △132

売上総利益合計 9,485 8,557

販売費及び一般管理費 5,346 5,929

営業利益 4,139 2,627

営業外収益

受取利息 35 25

受取配当金 668 923

為替予約評価益 - 1,463

その他 637 569

営業外収益合計 1,341 2,982

営業外費用

支払利息 194 266

為替予約評価損 1,176 -

その他 125 78

営業外費用合計 1,496 344

経常利益 3,983 5,265

特別利益

投資有価証券売却益 882 304

その他 0 -

特別利益合計 883 304

特別損失

投資有価証券評価損 6 -

固定資産除却損 16 425

特別損失合計 22 425

税金等調整前四半期純利益 4,844 5,145

法人税、住民税及び事業税 1,837 1,528

法人税等調整額 222 149

法人税等合計 2,060 1,678

四半期純利益 2,783 3,466

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△909 34

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,693 3,431
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

四半期純利益 2,783 3,466

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △403 △1,589

繰延ヘッジ損益 △16 △217

退職給付に係る調整額 △92 △101

その他の包括利益合計 △513 △1,907

四半期包括利益 2,270 1,558

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,188 1,632

非支配株主に係る四半期包括利益 △918 △74



㈱奥村組（1833）2027年３月期 第１四半期決算短信

― 8 ―

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

当社の四半期連結財務諸表は、(株)東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務

諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４

条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しています。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

土木事業 建築事業 不動産事業
インフラ

運営事業等
機械事業 計

売上高

外部顧客への
売上高

23,686 43,977 1,341 286 403 69,695 96 69,792 － 69,792

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － 9 － 260 269 0 270 △270 －

計 23,686 43,977 1,351 286 663 69,965 96 70,062 △270 69,792

セグメント利益
又は損失(△)

2,079 1,914 700 △585 △29 4,080 14 4,094 44 4,139

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンサルティング等建設事業に

付帯関連する事業です。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額44百万円はセグメント間取引消去等です。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

当第１四半期連結累計期間(自 2026年４月１日 至 2026年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

土木事業 建築事業 不動産事業
インフラ

運営事業等
機械事業 計

売上高

外部顧客への
売上高

28,906 32,954 1,518 1,366 459 65,205 157 65,363 － 65,363

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － 33 － 520 554 0 554 △554 －

計 28,906 32,954 1,552 1,366 979 65,760 157 65,917 △554 65,363

セグメント利益
又は損失(△)

1,474 1,938 646 △1,477 41 2,622 33 2,655 △27 2,627

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンサルティング等建設事業に

付帯関連する事業です。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△27百万円はセグメント間取引消去等です。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、2030年に向けたビジョンにおいて、「持続的な成長に向け事業領域を拡大し、強固な収益基

盤を築く」の実現を掲げており、新事業開発と不動産事業を通じた事業領域の拡大及び収益基盤の強化を加速さ

せるため、当第１四半期連結会計期間の期首から当社グループ内の組織体制を変更しています。

組織体制の変更に併せて業績管理区分を見直し、従来「投資開発事業」に区分していた不動産の販売及び賃貸

に関する事業及び再生可能エネルギーによる発電・売電事業等をそれぞれ「不動産事業」及び「インフラ運営事

業等」に区分を変更しています。

さらに、従来「その他」に区分していた建設資機材等の製造及び販売に関する事業等について、今後の事業展

開を踏まえ、報告セグメントとして記載する方法に変更しており、名称を「機械事業」としています。

その結果、「土木事業」「建築事業」「投資開発事業」の３区分としていた報告セグメントを、「土木事業」

「建築事業」「不動産事業」「インフラ運営事業等」「機械事業」の５区分に変更しています。各報告セグメン

トの概要は以下のとおりです。

土木事業：土木工事その他建設工事全般に関する事業

建築事業：建築工事その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の販売及び賃貸に関する事業

インフラ運営事業等：再生可能エネルギーによる発電・売電事業等

機械事業：建設資機材等の製造及び販売に関する事業等

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成

したものを記載しています。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりです。

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

減価償却費 742百万円 880百万円

（追加情報）

（表示方法の変更）

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間より、従来、「投資開発事業等支出金」と表示していた兼業事業に関連する科目名

称を、より実態に即した表示とするため、「不動産事業等支出金」に変更しています。

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間より、従来、「投資開発事業等売上高」「投資開発事業等売上原価」「投資開発事

業等総利益」と表示していた兼業事業に関連する科目名称を、より実態に即した表示とするため、「不動産事業

等売上高」「不動産事業等売上原価」「不動産事業等総利益」に変更しています。

（財務制限条項）

連結子会社である石狩バイオエナジー（同）のノンリコース借入金において、財務制限条項への抵触が確認され

ました。当社は、同社に対して、資金繰り支援のため追加の融資契約を締結しており、債権者から期限の利益喪失

に関わる条項の権利行使は受けていません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月７日

株式会社 奥村組

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ

大阪事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士 奥 村 孝 司

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 場 達 哉

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社奥村組の2026年４月１日から2027年３月31

日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四半期連結累計

期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定

める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務

諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条

第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務

諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。


